
　　　指宿市人事行政の運営等の状況の公告

 (1) 退職・新規採用等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 (2) 職員数に関する状況（各年度４月１日現在） 

（注）職員数は，指宿商業高等学校教員及び臨時職員を含めていません。

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

歳 円 歳 円

歳 円 歳 円

歳 円 歳 円

歳 円 歳 円

　指宿市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年指宿市条例第178号）第６
条の規定により，市職員の給与などの状況について次のとおり公表する。

　　令和元年９月６日
指宿市長　　豊留　悦男　　　　

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　（単位：人）

平成30年4月1日
現在職員数

404
 平成30年度

退職数
22

平成31年度
新規採用者数

平成
30年度
職員数

24
平成31年4月1日

現在職員数
406

（注）「現在職員数」,「退職者数」及び「新規採用職員数」には，派遣中の職員を含めていません。

　（単位：人）

令和
元年度
職員数

増減

部門 部門

区分 平成
30年度
職員数

令和
元年度
職員数

増減

区分

一
般
行
政
部
門

議 会 5 6 1 特別
行政

商 工 31 36 5

教 育 49 50 1

総 務 93 93 0 小 計 49 50 1

税 務 27 25 △ 2

公営企
業 等

水 道 12 11 △ 1

農 林 水 産 45 45 0 下 水 道 5 5 0

そ の 他 35 35 0

土 木 39 37 △ 2 小 計 52 51 △ 1

民 生 34 33 △ 1

総     計 404 406 2衛 生 29 30 1

小 計 303 305 2

２　職員の人事評価の状況

平成30年４月２日から平成31年４月
１日までにおける運用

市 国

管理職 一般職 管理職 一般職

 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

 評価結果区分の設定状況 上位，標準，下位 上位，標準，下位 上位，標準，下位 上位，標準，下位

３　職員の給与の状況

区　分
歳出額

実質収支
人件費 人件費率 (参考)

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 28年度の人件費率

29年度
千円 千円 千円 ％ ％

24,678,124 831,675 3,181,750 12.9 13.9

区　分
職員数 給　　　与　　　費 一人当たり (参考)類似団体平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

29年度
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

389 1,613,207 242,844 645,098 2,501,149 6,430 5,863

（注）職員手当には退職手当・退職手当負担金を含まない。

（3）職員の平均年齢，平均給料月額月額の状況（平成30年４月１日現在）

区　　分
一般行政職 技能労務職

平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額

指宿市 41.9 316,786 48.4 332,100

鹿児島県 44.7 322,200 54.2 326,200

国 43.5 329,845 50.7 286,817

類似団体 42.3 316,612 51.1 317,101



（4）職員期末・勤勉手当の状況(平成29年度支給割合）

（5）退職手当（平成30年4月1日現在）

（6）特殊勤務手当

（7）時間外勤務手当

（8）その他の手当（平成30年4月1日現在）

円

円

（9）特別職の報酬等の状況  (平成30年度支給額及び支給率）

区分
 指　宿　市 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

支給割合 2.60月分 1.80月分 2.60月分 1.80月分

加算措置
の状況

職務の級等による加算措置 職務上の段階，職務の級などによる

加算措置

・役職加算　５％～15％ ・役職加算　５％～20％

・管理職加算　10％～25％

指　宿　市 国

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 26.3655月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他 定年前早期退職特例措置あり（2～45％） その他 定年前早期退職特例措置あり（2～45％）

支給実績（平成29年度決算） 3,550千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 86,585円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 9.4％

手当の種類（手当数） 9

手当の名称

 防疫手当，福祉手当，行旅病人及び行旅死亡人取扱手当，徴収手

 当，国土調査業務手当，用地交渉等手当，火葬場業務手当，教員

 特殊業務手当，教育業務連絡指導手当

支給実績（平成29年度決算） 67,381 千円

職員一人当たり平均支給額 183 千円

国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
支給職員１人当たり

平均支給年額手　当　名 内容及び支給単価

（29年度決算） （29年度決算）

扶養手当

子　10,000円

同じ － 49,797千円 200,794 円

子以外　6,500円

扶養親族のうち16歳に達する年度初めから

22歳に達する年度末までの子一人につき

5,000円加算

住居手当 借家　支給限度額27,000円 同じ － 31,644千円 221,286

通勤手当
交通機関利用者　支給限度額55,000円

同じ － 17,483千円 53,139

管理職手当 部長級47千円・課長級38千円・参事級30千円 異なる 金額 21,851千円 390,196

－ 950,000円　／　259,000円

６月期 1.575月分
12月期 1.725月分

計 3.30月分

円
交通用具利用者　支給限度額12,900円

区分

－ 545,000円　／　230,000円

給料月額等
期末手当

減額前 減額後 類似団体における最高／最低額

議　員 286,000円 － 442,000円　／　180,000円

副市長 635,000円 － 772,000円　／　483,000円

議　長 388,000円

給
料
・
報
酬

市　長 812,000円

副議長 310,000円 － 474,000円　／　200,000円



　(1) 勤務時間

（注）上記以外に，病気休暇・特別休暇等があります。

５　職員の休業に関する状況

平成30年度中に新たに育児休業を取得した職員の取得状況は，次のとおりです。

女性職員

平成30年度中に部分休業を取得した職員の取得状況は，次のとおりです。

女性職員

６　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 区　　　分  標準の勤務時間等

勤務を要する日
 毎週月曜日～金曜日（週５日間）

 ※祝日及び12月29日～1月3日を除く

１日当たりの勤務時間  午前８時30分～午後５時15分（休憩時間：正午～午後１時）

１週間当たりの勤務時間  38時間45分

　(2) 休暇制度（※取得実績は，平成30年1月1日～平成30年12月31日） 

 休暇の種類  休　暇　日　数　等 取得実績

年次有給休暇 １年につき20日。前年に未使用日数がある場合，最大20日を翌年に繰越 平均8.7日/人

介護休暇 連続する６月以内 ０人

　(3) 育児休業（※取得実績は，平成30年4月1日～平成31年3月31日） 

 休暇の種類  休　暇　日　数　等 取得実績

育児休業 子が３歳に達する日まで 13人

(1) 育児休業

期間 6月以下
6月超え 1年超え 1年6月超え 2年超え 2年6月超え

計
1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下 3年以下

男性職員 0人

4人 1人 5人

計 0人 0人 0人 4人 0人 1人 5人

(2) 部分休業

期間 3月以下
3月超え 6月超え 9月超え

計
6月以下 9月以下 12月以下

男性職員 0人

3人 6人 9人

計 0人 0人 3人 6人 9人

処分内容 処分者数 処分内容 処分者数

分
限
処
分

免 職 ０人 懲
戒
処
分

免 職 ０人

降 任 ０人 停 職 １人

休 職 ２人 減 給 ０人

降 給 ０人 戒 告 ０人

失 職 ０人

　地方公務員法第30条の規定により，職員は，全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，職務遂行に当たって

は全力を挙げてこれに専念しなければならないとされています。

　この服務の根本基準を実行するために，職員には地方公務員法の規定により次のような職務上の義務があります。

　法令及び上司の職務上の命令に従う義務，信用失墜行為の禁止，秘密を守る義務，職務に専念する義務，政治的

行為等の制限，争議行為等の禁止，営利企業等の従事制限

　市では，営利企業等に再就職した元職員に対し，離職前５年間の職務に属する契約等事務に関し，離職後２年間，

職務上の行為をするように，又はしないように現職職員に働きかけることなどを禁止しています。

　また，管理監督の地位にあった元職員が，離職後２年間，営利企業等に再就職した場合は，離職した際の任命権者

に再就職情報を届け出るよう義務付けています。



１０　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

(1) 職員の健康診断 (2) 公務災害補償の状況

人

人

人

１１　障害者である職員の任免に関する状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

※職員数は常時任用する職員数（臨時職員を含む）

１２　その他

９　職員の研修の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

研　修　名 研修者数 研修内容

鹿児島県市町村振興協会等 140人  一般職員・特別研修等

市町村アカデミー 2人  市町村税徴収事務・住民税事務

市単独研修 387人  健康管理講演会・人事評価者研修・新規採用職員研修等

受診名 回数・種類 受診者数 加入団体名 災害件数 災害の概要

レントゲン撮影 １回／年 231 地方公務員
災害補償基金
鹿児島県支部

１件
左膝打撲，左膝蓋骨骨挫
傷，左膝蓋部皮下血腫

職場健康診断 １回／年 219

人間ドック １日・２日・脳 164

部局 職員数
障害者であ
る職員数

市長事務部局 504人 9人 5人 14人 2.78%

4.43% 2.4%

障害者数計
障害者

実雇用率
法定雇用率左のうち

重度心身障害者

(1) 勤務条件に関する措置の状況 なし

(2) 不利益処分に関する審査請求の状況 なし

2.5%

教育委員会事務部局 158人 4人 3人 7人


